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宅
　
地
　
建
　
物
　
取
　
引
　
業
　
者

Ａ Ｂ

主たる事務所
所在地・TEL

商号又は名称

代表者の氏名 ㊞

主たる事務所
所在地・TEL

商号又は名称

代表者の氏名 ㊞

免許証番号 大臣
知事（　　）第　　　　　　号 免許証番号 大臣

知事（　　）第　　　　　　号

免許年月日 　　　年　　　月　　　日 免許年月日 　　　年　　　月　　　日

説
明
を
す
る
宅
地
建
物
取
引
士

氏 名 ㊞ 氏 名 ㊞

登 録 番 号 　　（　　　　　）第　　　　　　　号 登 録 番 号 　　（　　　　　）第　　　　　　　号

業務に従事する
事 務 所 名

事務所所在地
TEL

業務に従事する
事 務 所 名

事務所所在地
TEL

取引
態様

売買の□売　主・□代　理・□媒　介／
交換の□当事者・□代　理・□媒　介　

売買の□売　主・□代　理・□媒　介／
交換の□当事者・□代　理・□媒　介　

供
託
所
等
に
関
す
る
説
明

宅地建物取引業保証協会の名称及び所在地
　　公益社団法人　全国宅地建物取引業保証協会
　　東京都千代田区岩本町 2丁目 6番 3号　　　
所属地方本部の名称及び所在地
　　※　「公益社団法人　全国宅地建物取引業保証協会
　　　地方本部一覧」参照
弁済業務保証金の供託所及び所在地
　　東京法務局
　　東京都千代田区九段南 1丁目 1番15号

住所

氏名 外　　　名（合計　　　名）

登記名義人と　□同じ　　□異なる→理由：
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年　　　月　　　日作製

年　　　月　　　日作製

年　　　月　　　日作製

⑤

備 考

持　分

実 測 面 積



賃借権
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Ⅰ　対象となる宅地に直接関係する事項
1　登記記録に記録された事項（ 　　年　　月　　日現在）  □詳細は別添の登記事項証明書等参照。



①

都
　
市
　
計
　
画
　
区
　
域

区 域 区 分

□資料参照

内 □市街化区域　□市街化調整区域
□線引きされていない区域（市街化区域、市街化調整区域に区分されていない区域）

外 □準都市計画区域
□都市計画区域・準都市計画区域外

開 発 行 為 等
の 制 限

□資料参照

□開発行為をする場合：□許可必要・□許可不要

□開発許可申請後の場合：□許可済（許可番号　　　　　　　　　）・□許可未済

□開発行為完了の場合：□工事完了公告有（検査済番号　　　　　　　　　）・□工事完了公告無

市街化調整区域
であった場合の
建 築 許 可⎠

―
―
―
―
⎞

原則として一般住宅
⎠
―
―
―
―
⎞

等建物を建築するこ
とができず、開発行
為も原則として許可
されません。

□建築等をする場合：□許可必要・□許可不要
□建築物がある場合：□許可有・□許可無
　→許可有の場合の建築条件：□有・□無
　※備考

□資料参照

□高度地区（種類：　 　）□高層住居誘導地区　　□高度地区（種類：　　　　　）　□高度利用地区　　□防火地域
□準防火地域　□特定防災街区整備地区　□風致地区　□（　　　　　　　　　　　） □資料参照
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③ 用 途 地 域

□第 1種低層住居専用地域 □第 2種低層住居専用地域
□第 1種中高層住居専用地域 □第 2種中高層住居専用地域
□第 1種住居地域 □第 2種住居地域
□準住居地域 □田園住居地域
□近隣商業地域  □商業地域
□準工業地域 □工業地域 □工業専用地域
□指定なし □資料参照

□資料参照

□都市計画施設等の区域内
□都市計画事業の事業地内
□（ ）

計画・事業名
〔 〕
（ 　　　　　年　　　月　　　日告示第 　　　　　　　　　号）

□資料参照



⑦ 建築物の高さの
制 限

道路斜線制限（□有・□無）　　　　隣地斜線制限（□有・□無）　　　　北側斜線制限（□有・□無）
絶対高さ制限（第 1種、第 2種低層住居専用地域又は田園住居地域の場合）（□有→［□10ｍ・□12ｍ ]・
□無）　　　　日影規制（□有・□無）  □資料参照

⑧ そ の 他 の
建 築 制 限

□外壁後退距離制限（第 1種、第 2種低層住居専用地域又は田園住居地域の場合）：（□1．5ｍ・□ 1ｍ）
以上　　　　□敷地面積の制限：最低限度　　　　　　　　㎡ □資料参照

⑨ 条例による制限
その他の制限

□災害危険区域　　　□地区計画の区域　　　□建築協定区域　　　□風致地区　　　□

□資料参照
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〔指定番号：　　　　　年　　　月　　　日　第 　　　　　　　号〕



制 限 の 内 容

※別添説明資料参照

備 考

� 土地区画整理法

区 画 整 理 □計画有・□施行中 名 称：

仮 換 地 指 定 □未・□済／平成 年 月 日 号

換地処分公告日（予定） 平成 年 月 日

清 算 金 □有→□金額未定・□確定（ 円／□交付・□徴収）／ □無 □未定

賦 課 金 □有→□金額未定・□確定（ 円）／ □無 □未定

制限の内容
□資料参照

土地の売買・交換用６／１１ �公益社団法人 全国宅地建物取引業協会連合会 ’１７０６

５ 私道の負担に関する事項（私道がある場合：「敷地と道路との関係図」参照）

負 担 □無・□有（面積 �・共有持分 分の ／ 負担金 円）

備 考
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①

法
　
令

　
名

古都保存法 都市緑地法 生産緑地法 特定空港周辺特別措置法

景観法
大都市地域における住宅
及び住宅地の供給の促進
に関する特別措置法

地方拠点都市地域の整備
及び産業業務施設の再配
置の促進に関する法律

被災市街地復興特別措置
法

新住宅市街地開発法 新都市基盤整備法 旧市街地改造法
首都圏の近郊整備地帯及
び都市開発区域の整備に
関する法律

近畿圏の近郊整備区域及
び都市開発区域の整備及
び開発に関する法律

流通業務市街地整備法 都市再開発法 沿道整備法

集落地域整備法
密集市街地における防災
街区の整備の促進に関す
る法律

地域における歴史的風致
の維持及び向上に関する
法律

港湾法

住宅地区改良法 公有地拡大推進法 農地法 宅地造成等規制法

マンション建替え円滑化
法 都市公園法 自然公園法 首都圏近郊緑地保全法

近畿圏の保全区域の整備
に関する法律

都市の低炭素化の促進に
関する法律 水防法 下水道法

河川法 特定都市河川浸水被害対
策法 海岸法 津波防災地域づくりに関

する法律

砂防法 地すべり等防止法 急傾斜地法 森林法

森林経営管理法 道路法 全国新幹線鉄道整備法 土地収用法

文化財保護法 航空法 国土利用計画法
核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関す
る法律

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律 土壌汚染対策法 都市再生特別措置法 地域再生法

高齢者、障害者等の移動
等の円滑化の促進に関す
る法律

災害対策基本法 東日本大震災復興特別区
域法

大規模災害からの復興に
関する法律

（2）　都市計画法・建築基準法以外の法令に基づく制限の概要



9　  水防法施行規則の規定により市町村の長が提供する図面（水害ハザードマップ）における当該宅地の所在地

水害ハザード
マップの有無

洪水 　　　　　　 有　図面名称： 　　　　　　　　　　　　 無 　（照会先： 　　　　　　　　　　　 ）
雨水出水（内水） 有　図面名称： 　　　　　　　　　　　　 無 　（照会先： 　　　　　　　　　　　 ）
高潮　　　　　　 有　図面名称： 　　　　　　　　　　　　 無 　（照会先： 　　　　　　　　　　　 ）

水害ハザード
マップにおけ
る宅地の所在
地　　　　　

該当する図面（ハザードマップ）における当該宅地の所在地については別添のとおりです。
　なお、水害ハザードマップに記載されている内容については今後変更される場合があります。

・□未指定

備 考

項　　　 目 直ちに利用可能な施設※ 配 管 等 の 状 況 整 備 予 定・ 負 担 金 予 定 額

① 飲用水
□有→□水道
　　　（□公営・□私営）
　　　□井戸
□無

前面道路配管（□有・□無）口径（　　㎜）
敷地内配管（□有・□無）口径（　　㎜）
私設管の有無（□有・□無）

□無・□有　 　　年　　月頃
　　　　　　　　　円

② ガ ス

□有→□都市ガス
　　　（　　　　　ガス）
　　　□プロパン
　　　（□個別・□集中）
□無

前面道路配管（□有・□無）口径（　　㎜）
敷地内配管（□有・□無）

□無・□有　 　　年　　月頃
　　　　　　　　　円

□ガスの敷地内配管等設備の所有権又は使用権が、本物件の売買後においても、買主以外の第三者にあるものとする場合
　詳　細：

③ 電 気

□有→小売電気事業者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　電話：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
□無

□無・□有　 　　年　　月頃
　　　　　　　　　円

④ 汚 水

□有→□公共下水
　　　□個別浄化槽
　　　（□合併・□単独）
　　　□集中浄化槽
　　　□汲取式
□無

前面道路配管（□有・□無）
私設管の有無（□有・□無）
浄化槽施設の必要
　　 （□有・□無・□既設）

□無・□有　 　　年　　月頃
　　　　　　　　　円

⑤ 雑排水

□有→□公共下水
　　　□個別浄化槽
　　　（□合併・□単独）
　　　□集中浄化槽
　　　□側溝等
　　　□浸透式
□無

前面道路配管（□有・□無）
私設管の有無（□有・□無）

□無・□有　 　　年　　月頃
　　　　　　　　　円

⑥ 雨 水
□有→□公共下水
　　　□側溝
　　　□浸透式
□無

浄化槽への雨水の流入はできません。 □無・□有　 　　年　　月頃
　　　　　　　　　円

備
考

10
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11

損傷

契約不適合を除く契約違反による解除

契約不適合責任による解除

の場
合
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融資未承認の場合の契約解除期限

Ⓒ公益社団法人 全国宅地建物取引業協会連合会　’ 20．08土地の売買・交換用　/119



契約不適合を担保すべき責任に関する保証保険契約等の措置

宅地の契約不適合を
担保すべき責任に関
する保証保険契約等
の措置ああああああ
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　頭書宅地建物取引士から宅地建物取引士証の提示があり、重要事項説明書を受領し、以上の重要事項について説

明を受けました。


